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１.18年9月中間期の業績(平成18年4月1日～平成18年9月30日)

(1)経営成績 (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年9月中間期 18,471 13.2 2,472 50.2 2,403 56.8

 17年9月中間期 16,317 20.3 1,645 33.5 1,532 29.2

 18年3月期 34,164 3,718 3,494

百万円 ％ 円　銭　

 18年9月中間期 1,410 8.2 19    11   

 17年9月中間期 1,303 52.9 17    65   

 18年3月期 2,420 32    59   
(注)①期中平均株式数　18年9月中間期 73,829,752株　17年9月中間期 73,876,185株　18年3月期 73,865,746株

    ②会計処理の方法の変更　無

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭　

 18年9月中間期 47,755 19,136 40.1 259    25   

 17年9月中間期 43,309 16,847 38.9 228    07   

 18年3月期 46,626 18,303 39.3 247    71   
(注)①期末発行済株式数　18年9月中間期 73,814,502株　17年9月中間期 73,867,891株　18年3月期 73,840,330株

 　 ②期末自己株式数　　18年9月中間期    243,666株　17年9月中間期    190,277株　18年3月期    217,838株

２.19年3月期の業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日)

　

百万円 百万円 百万円

通　　期 37,000 4,600 2,600
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　35円22銭 

３.配当の状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)

中間期末 期末 年間

 18年3月 － 3.00 3.00

 19年3月(実績) 3.00 －

 19年3月(予想) － 3.00 6.00

　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後

　　様々な要因により予想数値と異なる場合があります。

１株当たり純資産総 資 産 純 資 産

当期純利益

売 上 高 営業利益 経常利益

１株当たり中間

(当期)純利益
中間(当期)純利益

売 上 高 経常利益

自己資本比率
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中間財務諸表 
１.中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

当中間期（Ａ） 前 期（Ｂ） 増  減 前年中間期 

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在） (Ａ) － (Ｂ) （１７.９.３０現在）科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

（資 産 の 部）  % %  %

Ⅰ流動資産   

1.現金及び預金 ５,３４５ ５,５６７ △２２２ ４,３３９

2.受取手形 ２,５２６ ２,５６８ △４１ １,５１４

3.売掛金 ９,９７２ ８,５５３ １,４１９ ８,７８８

4.たな卸資産 ６,４００ ５,７４０ ６５９ ５,６８４

5.その他 ６８２ １,７３２ △１,０４９ １,５３８

貸倒引当金 △３ △５０７ ５０３ △５０９

流動資産合計 ２４,９２３ 52.2 ２３,６５４ 50.7 １,２６９ ２１,３５６ 49.3

Ⅱ固定資産   

1.有形固定資産   

(1)建物 １,８６８ １,５８５ ２８３ １,５９３

(2)機械及び装置 ８４３ ７５４ ８８ ７１５

(3)土地 １５,０５８ １５,０６２ △３ １５,０９４

(4)その他 ５２４ ５４０ △１５ ４５４

有形固定資産合計 １８,２９４ 38.3 １７,９４２ 38.5 ３５２ １７,８５７ 41.2

2.無形固定資産 ３０ 0.1 ３１ 0.1 △１ ３３ 0.1

3.投資その他の資産   

(1)投資有価証券 ４,１３３ ４,６３２ △４９８ ３,６７４

(2)その他 ８９１ ３８９ ５０１ ４１３

貸倒引当金 △５１８ △２４ △４９４ △２５

投資その他の資産合計 ４,５０６ 9.4 ４,９９７ 10.7 △４９１ ４,０６２ 9.4

固定資産合計 ２２,８３１ 47.8 ２２,９７１ 49.3 △１４０ ２１,９５３ 50.7

資 産 合 計 ４７,７５５ 100.0 ４６,６２６ 100.0 １,１２８ ４３,３０９ 100.0
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（単位：百万円） 

当中間期（Ａ） 前 期（Ｂ） 増  減 前年中間期 

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在） (Ａ) － (Ｂ) （１７.９.３０現在）科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

（負 債 の 部）  % %  %

Ⅰ流動負債   

1.支払手形 １０,３２０ ８,５８３ １,７３７ ７,９１４

2.買掛金 ２,８８６ ２,９３２ △４６ ２,３０７

3.短期借入金 １,５２１ ２,７３５ △１,２１４ ３,３７７

4.未払法人税等 ９２３ １,０４１ △１１８ １３３

5.賞与引当金 ３３５ ３７２ △３７ ２７４

6.製品保証引当金 １２１ １０８ １３ １０１

7.その他 ９１２ ９４２ △３０ ８９１

流動負債合計 １７,０２０ 35.6 １６,７１７ 35.8 ３０２ １５,０００ 34.6

Ⅱ固定負債   

1.長期借入金 ２,４５８ ２,１６６ ２９２ ２,６５５

2.再評価に係る繰延税金負債 ６,００７ ６,００７ － ５,８１５

3.退職給付引当金 ２,５４１ ２,３７６ １６４ ２,３１０

4.役員退職金引当金 ８３ ８８ △４ ７８

5.その他 ５０８ ９６７ △４５８ ６０１

固定負債合計 １１,５９９ 24.3 １１,６０５ 24.9 △６ １１,４６１ 26.5

負 債 合 計 ２８,６１９ 59.9 ２８,３２２ 60.7 ２９６ ２６,４６２ 61.1

（資 本 の 部）   

Ⅰ資本金 － － ５,７８２ 12.4 － ５,７８２ 13.4

Ⅱ資本剰余金   

1.資本準備金 － ９５４ － ９５４

資本剰余金合計 － － ９５４ 2.0 － ９５４ 2.2

Ⅲ利益剰余金   

1.中間(当期)未処分利益 － １,９３４ － ８０２

利益剰余金合計 － － １,９３４ 4.2 － ８０２ 1.9

Ⅳ土地再評価差額金 － － ８,２７８ 17.8 － ８,４９７ 19.6

Ⅴその他有価証券評価差額金 － － １,３９２ 3.0 － ８３７ 1.9

Ⅵ自己株式 － － △３９ △0.1 － △２７ △0.1

資 本 合 計 － － １８,３０３ 39.3 － １６,８４７ 38.9

負債資本合計 － － ４６,６２６ 100.0 － ４３,３０９ 100.0

（純 資 産 の 部）   

Ⅰ株主資本   

1.資本金 ５,７８２  

2.資本剰余金   

(1)資本準備金 ９５４  

(2)その他資本剰余金 ０  

資本剰余金合計 ９５５  
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（単位：百万円） 

当中間期（Ａ） 前 期（Ｂ） 増  減 前年中間期 

（１８.９.３０現在） （１８.３.３１現在） (Ａ) － (Ｂ) （１７.９.３０現在）科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

3.利益剰余金  % %  %

(1)利益準備金 ２４  

(2)その他利益剰余金   

別途積立金 ８４０  

繰越利益剰余金 ２,２４６  

利益剰余金合計 ３,１１０  

4.自己株式 △５０  

株主資本合計 ９,７９８ 20.5  

Ⅱ評価・換算差額等   

1.その他有価証券評価差額金 １,０７６  

2.繰延ヘッジ損益 △１７  

3.土地再評価差額金 ８,２７８  

評価・換算差額等合計 ９,３３７ 19.6  

純 資 産 合 計 １９,１３６ 40.1  

負債純資産合計 ４７,７５５ 100.0  

 

２.中間損益計算書 

（単位：百万円） 

増  減 当中間期（Ａ） 

（18.4.1～18.9.30） 

前年中間期（Ｂ） 

（17.4.1～17.9.30） (Ａ) － (Ｂ) 

前    期 

(17.4.1～18.3.31) 科     目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 金  額 百分比

  % %  %

Ⅰ売上高 １８,４７１ 100.0 １６,３１７ 100.0 ２,１５３ ３４,１６４ 100.0

Ⅱ売上原価 １３,４３７ 72.7 １２,３０５ 75.4 １,１３１ ２５,６４０ 75.0

売上総利益 ５,０３３ 27.3 ４,０１１ 24.6 １,０２２ ８,５２４ 25.0

Ⅲ販売費及び一般管理費 ２,５６１ 13.9 ２,３６６ 14.5 １９５ ４,８０６ 14.1

営業利益 ２,４７２ 13.4 １,６４５ 10.1 ８２６ ３,７１８ 10.9

Ⅳ営業外収益 １１６ 0.6 ９８ 0.6 １７ ２２８ 0.6

Ⅴ営業外費用 １８５ 1.0 ２１１ 1.3 △２６ ４５２ 1.3

経常利益 ２,４０３ 13.0 １,５３２ 9.4 ８７０ ３,４９４ 10.2

Ⅵ特別利益 ７ 0.0 － － ７ ５ 0.0

Ⅶ特別損失 １６ 0.1 １７ 0.1 △１ ７１ 0.2

税引前中間(当期)純利益 ２,３９４ 12.9 １,５１５ 9.3 ８７９ ３,４２８ 10.0

法人税､住民税及び事業税 ９００ 4.9 １１２ 0.7 ７８８ １,０２０ 3.0

法人税等調整額 ８４ 0.4 １００ 0.6 △１６ △１２ △0.1

中間(当期)純利益 １,４１０ 7.6 １,３０３ 8.0 １０７ ２,４２０ 7.1

前期繰越利益  △５０１  △５０１

土地再評価差額金取崩額  －  １５

中間(当期)未処分利益  ８０２  １,９３４
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３.中間株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 株主資本   

  資本剰余金    

 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計   

平成18年3月31日残高 ５,７８２ ９５４ － ９５４  

中間期中の変動額    

 剰余金の配当    

 役員賞与    

 利益準備金の積立    

 別途積立金の積立    

 中間純利益    

 自己株式の取得    

 自己株式の処分  ０ ０  

 株主資本以外の項目の 

 中間期中の変動額(純額) 

 

 

 

 

 

 

中間期中の変動額合計 － － ０ ０  

平成18年9月30日残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

 

 株主資本 

 利益剰余金   

 その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 
利益準備金 

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計 

  

平成18年3月31日残高 － － １,９３４ １,９３４ △３９ ８,６３２

中間期中の変動額    

 剰余金の配当  △２２１ △２２１  △２２１

 役員賞与  △１３ △１３  △１３

 利益準備金の積立 ２４ △２４ －  －

 別途積立金の積立  ８４０ △８４０ －  －

 中間純利益  １,４１０ １,４１０  １,４１０

 自己株式の取得   △１１ △１１

 自己株式の処分   ０ ０

 株主資本以外の項目の 

 中間期中の変動額(純額) 

 

 

 

 

 

 

中間期中の変動額合計 ２４ ８４０ ３１２ １,１７６ △１０ １,１６５

平成18年9月30日残高 ２４ ８４０ ２,２４６ ３,１１０ △５０ ９,７９８

 

 評価・換算差額等  

 
その他有価証 

券評価差額金 
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 
 

平成18年3月31日残高 １,３９２ － ８,２７８ ９,６７１ １８,３０３ 

中間期中の変動額    

 剰余金の配当   △２２１ 

 役員賞与   △１３ 

 利益準備金の積立   － 

 別途積立金の積立   － 

 中間純利益   １,４１０ 

 自己株式の取得   △１１ 

 自己株式の処分   ０ 

 株主資本以外の項目の 

 中間期中の変動額(純額) 

 

△３１５ △１７ －

 

△３３３ 

 

△３３３ 

中間期中の変動額合計 △３１５ △１７ － △３３３ ８３２ 

平成18年9月30日残高 １,０７６ △１７ ８,２７８ ９,３３７ １９,１３６ 
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

１.資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

(2)デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

時価法 

(3)たな卸資産 

①製品・仕掛品 

個別法に基づく原価法 

②半製品・原材料 

総平均法に基づく原価法 

２.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

建物は定額法、建物以外については定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

(2)無形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。ただし、自社利用のソフトウエアについては、自社利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

３.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額（うち当中間会計期間に帰属する額）を計上しております。 

(3)製品保証引当金 

工作機械のアフターサービス費等に備えるため、売上高を基準として過去の経験率により算定した額を計上し

ております。 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異については、15年に

よる按分額を費用処理しております。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（10年）による按分額を翌期より費用処理しております。 

(5)役員退職金引当金 

役員の退職金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

５.リ－ス取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６.ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当

処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については特例処理によっております。 
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(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

①ヘッジ手段 … 為替予約、ヘッジ対象 … 製品輸出による外貨建売上債権 
②ヘッジ手段 … 金利スワップ等、ヘッジ対象 … 借入金利息 

(3)ヘッジ方針 

輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるためのみに、輸出実績を踏まえながらその残高の範囲内で為替予約

取引を行っております。また、借入金の調達金利を固定化し変動リスクを回避するため金利スワップ取引等を行

っております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して、有効性を判定することにしておりま

す。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

７.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

(会計方針の変更) 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当中間会計期間から、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣(企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9

日 企業会計基準第 5 号)及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣(企業会計基準委員会 

平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。従来の資本の部の合計に相当する金額は１９,

１５３百万円であります。なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後

の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 
注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（単位：百万円） 
当中間期（１８.９.３０現在） 前  期（１８.３.３１現在） 前年中間期（１７.９.３０現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 １.有形固定資産の減価償却累計額 １.有形固定資産の減価償却累計額 
１５,２１７ １５,２０５ １５,１６９ 

２.担保に供している資産 ２.担保に供している資産 ２.担保に供している資産 
建物 １,４０７ 建物 １,１０５ 受取手形 ２０３ 
機械及び装置 ２１３ 機械及び装置 ２２３ 建物 １,５５７ 
土地 １４,７３９ 土地 １４,７３９ 機械及び装置 ３０３ 

計 １６,３６１ 投資有価証券 ３２４ 土地 １４,９８２ 
担保付債務 計 １６,３９２ 投資有価証券 １,０７７ 
短期借入金 ７２０ 担保付債務 計 １８,１２３ 
長期借入金 ３,０６０ 短期借入金 ２,０００ 担保付債務 

(うち１年以内返済予定額 ７２０) 長期借入金 ２,９０１ 短期借入金 ２,０３０ 

計 ３,７８０ (うち１年以内返済予定額 ７３５) 長期借入金 ３,９０９ 

 計 ４,９０１ (うち１年以内返済予定額 １,２８１) 

  上記のほか、ワランティボンド発行の 計 ５,９３９ 

  ため、預金４百万円を担保に供してお  上記のほか、ワランティボンド発行の

  ります。  ため、預金４百万円を担保に供してお

   ります。 

３.受取手形割引高 １,４３０ 

 

３.受取手形割引高 １,４３０ ３.受取手形割引高 １,５９０ 

  売掛債権譲渡高 １７４ 

４.消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産のその他に含めて表示

しております。 

―――――――― ４.消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産のその他に含めて表示

しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（単位：百万円） 
当中間期（１８.９.３０現在） 前  期（１８.３.３１現在） 前年中間期（１７.９.３０現在） 

５.中間会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当中

間会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間会計期間末日

満期手形が、中間会計期間末残高に

含まれております。 

―――――――― ―――――――― 

受取手形 １０１   

割引手形 ２００   

支払手形 １,４７２   

 
（中間損益計算書関係） 

（単位：百万円） 
当中間期（18.4.1～18.9.30） 前年中間期（17.4.1～17.9.30） 前  期(17.4.1～18.3.31) 

１.営業外収益の主要項目 １.営業外収益の主要項目 １.営業外収益の主要項目 

受取利息 ４ 受取利息 ５ 受取利息 ９ 

２.営業外費用の主要項目 ２.営業外費用の主要項目 ２.営業外費用の主要項目 

支払利息 ５６ 支払利息 ９６ 支払利息 １６０ 

３.特別損失の主要項目 ３.特別損失の主要項目 ３.特別損失の主要項目 

有形固定資産処分損 １６ 有形固定資産処分損 １７ 有形固定資産処分損 ３９ 

４.減価償却実施額 ４.減価償却実施額 ４.減価償却実施額 

有形固定資産 ２０４ 有形固定資産 １７０ 有形固定資産 ３７４ 

無形固定資産 １ 無形固定資産 １ 無形固定資産 ３ 

 
（中間株主資本等変動計算書関係） 
自己株式に関する事項 

当中間期（１８.４.１～１８.９.３０） （単位：株） 

株式の種類 
前  期 

（１８.３.３１現在） 
増  加 減  少 

当中間期 

（１８.９.３０現在）

普通株式 ２１７,８３８ ２８,０７８ ２,２５０ ２４３,６６６

(注)変動事由の概要としましては、増加の全ては単元未満株式の買取りによるものであり、減少の全ては単元未満株式の

買増し請求による売渡しであります。 
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（リース取引関係） 

（単位：百万円） 
当中間期（18.4.1～18.9.30） 前年中間期（17.4.1～17.9.30） 前  期(17.4.1～18.3.31) 
リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

中間期末

残 高 

相 当 額 

機械及

び装置 
４９８ ２０９ ２８８ 

その他 ２４１ ８８ １５２ 

計 ７３９ ２９８ ４４１ 

「その他」の主なものは、工具、器具

及び備品であります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額

 

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末

残 高

相 当 額

機械及

び装置 
３２４ ２００ １２３

その他 ２５０ １３２ １１８

計 ５７５ ３３３ ２４２

「その他」は、工具、器具及び備品で

あります。 

（注）同左 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額

相 当 額

期末残高

 

相 当 額

機械及

び装置 
３７０ １７７ １９３

その他 １８１ ７８ １０３

計 ５５２ ２５５ ２９７

「その他」の主なものは、工具、器具

及び備品であります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

２.未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内  １１７ 

１年超  ３２４ 

合 計  ４４１ 

（注）未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

２.未経過リース料中間期末残高相当額

１年内   ８１ 

１年超  １６０ 

合 計  ２４２ 

（注）同左 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内   ８６ 

１年超  ２１０ 

合 計  ２９７ 

（注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 ５５ 

減価償却費相当額 ５５ 

３.支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 ４９ 

減価償却費相当額 ４９ 

３.支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 ９６ 

減価償却費相当額 ９６ 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

（有価証券関係） 

当中間期、前年中間期及び前期のいずれも子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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部門別売上高・受注高・受注残高 
１.売上高 

 （単位：百万円） 

当中間期（Ａ） 前年中間期（Ｂ） 増  減 前    期 

（18.4.1～18.9.30） （17.4.1～17.9.30） (Ａ) － (Ｂ) (17.4.1～18.3.31)  

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

工 作 機 械  %  %   % 

 内  需 １１,５４８  １０,４４８  １,０９９ ２１,４４７  

 輸  出 ６,１３３  ４,９３３  １,２００ １０,６７３  

 計 １７,６８１ 95.7 １５,３８１ 94.3 ２,３００ ３２,１２１ 94.0 

水道メーター        

 内  需 ５８９  ７２２  △１３２ １,５００  

 輸  出 ８  １  ６ ６３  

 計 ５９７ 3.2 ７２４ 4.4 △１２６ １,５６３ 4.6 

そ の 他        

 内  需 １５８  １６３  △４ ３２５  

 輸  出 ３３  ４８  △１５ １５３  

 計 １９２ 1.1 ２１１ 1.3 △１９ ４７９ 1.4 

内  需 １２,２９６  １１,３３４  ９６２ ２３,２７３  

輸  出 ６,１７５  ４,９８３  １,１９１ １０,８９１  
合 

計 

計 １８,４７１ 100.0 １６,３１７ 100.0 ２,１５３ ３４,１６４ 100.0 

 

２.受注高 

（単位：百万円） 

当中間期（Ａ） 前年中間期（Ｂ） 増  減 前    期 

（18.4.1～18.9.30） （17.4.1～17.9.30） (Ａ) － (Ｂ) (17.4.1～18.3.31)  

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

工 作 機 械  %  %   % 

 内  需 １１,３０３  １１,４５５  △１５１ ２２,６２１  

 輸  出 ６,０９６  ４,９８８  １,１０７ １０,４２４  

 計 １７,３９９ 95.4 １６,４４３ 94.7 ９５６ ３３,０４５ 94.3 

水道メーター        

 内  需 ６６４  ７６１  △９６ １,４９２  

 輸  出 １５  １  １３ ６３  

 計 ６８０ 3.7 ７６３ 4.4 △８３ １,５５６ 4.4 

そ の 他        

 内  需 １３３  １１４  １９ ３０７  

 輸  出 ２８  ３９  △１０ １３１  

 計 １６２ 0.9 １５４ 0.9 ８ ４３８ 1.3 

内  需 １２,１０２  １２,３３１  △２２９ ２４,４２１  

輸  出 ６,１４０  ５,０３０  １,１１０ １０,６１８  
合 

計 

計 １８,２４２ 100.0 １７,３６１ 100.0 ８８１ ３５,０４０ 100.0 
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３.受注残高 

（単位：百万円） 

当中間期（Ａ） 前年中間期（Ｂ） 増  減 前    期 

（１８.９.３０現在） （１７.９.３０現在） (Ａ) － (Ｂ) (１８.３.３１現在)  

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比

工 作 機 械  %  %   % 

 内  需 ７,３６９  ７,４４８  △７８ ７,６１４  

 輸  出 ２,０６１  ２,４０３  △３４１ ２,０９８  

 計 ９,４３１ 99.0 ９,８５１ 99.3 △４２０ ９,７１３ 99.5 

水道メーター        

 内  需 ８１  ５２  ２８ ５  

 輸  出 ７  －  ７ －  

 計 ８８ 0.9 ５２ 0.5 ３６ ５ 0.1 

そ の 他        

 内  需 ８  ３  ５ ３３  

 輸  出 １  １９  △１８ ５  

 計 ９ 0.1 ２２ 0.2 △１３ ３９ 0.4 

内  需 ７,４５９  ７,５０３  △４３ ７,６５３  

輸  出 ２,０７０  ２,４２３  △３５３ ２,１０４  
合 

計 

計 ９,５２９ 100.0 ９,９２６ 100.0 △３９７ ９,７５８ 100.0 

 


